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直接経費 間接経費 合 計
平成 17 年度 1,500,000 0 1,500,000
平成 18 年度 600,000 0 600,000
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だ（注３）．例えば，通常，農業評価人の報酬は時間当たり 100 ポンド（１日だと 800 ポ










での vacant possession premiumが消失した．その結果，借地終了時における地主の寛大な
姿勢は弱まることになったという（注６）．1986 年農業借地法の下では１世代の借地期間
の保障があり，早めに借地を終了してくれる借地農を地主は歓迎していた．というのは，




















ケンブリッジの不動産業者 Cheffinsの農業評価人である Maichel Hamilton 氏に尋ねたと


















めているのに対して，Agricultural Valuations（- First Edition -, Estates Gazette, 1985）の著
者 Williams氏は，経験からそれを 30年と判断しているという．


































注：(1)中央農業評価人協会（CAAV:Central Association of Agricultural Valuers）の事務局

















































































































































阪本氏は，アーサー・ヤングの 1770 年の著書 Rural Oeconomy から地代表を計算して，
























1910 年あるいは見方によっては 1932 年まで続いた．1866 ～ 73 年にヘクタール当たりの
残余所得が 3.11 ポンドにあったのに対して，実際の地代は 3.63 ポンドと乖離幅は小さか
ったが，1874 ～ 83 年には両者に開きが生じ，1874 ～ 83 年には残余所得 2.55 ポンドに対
し実際の地代は 3.85 ポンドであった．以降も，1879 ～ 83 年に 1.35 ポンドに対し 3.65 ポ
ンド，1884 ～ 96 年に 1.43 ポンドに対し 3.21 ポンド，1897 ～ 1910 年に 1.59 ポンドに対
し 2.84 ポンドと乖離状態が続き，ようやく 1911 ～ 14 年に 2.39 ポンドに対し 2.91 ポンド
と回復傾向を示した．しかし，その後再び乖離が始まり，1923 ～ 29 年には 3.03 ポンドに
対し 3.88 ポンド，1930 ～ 32 年には 2.15 ポンドに対し 3.66 ポンドとなった．乖離幅がな
くなったのは 1933 年以降で，1933 ～ 35 年には 3.43 ポンドに対し 3.31ポンド，1936 ～ 38
年には 3.11ポンドに対し 3.28 ポンドという状態になった（注 14）．
しかし，まずおかしいのは 1866 ～ 73 年には残余所得と実際の地代とがほぼ等しく，そ







よると，1880 年代から 1900 年まで地代滞納が増大し，契約地代の 25 ％もの割合に達し
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